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家庭の教育意識の分断の拡大

39

Benesse教育研究開発センター『第３回子育て生活基本調査
報告書』2008年
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Benesse教育研究開発センター『第３回子育て生活基本調査
報告書』2008年



41東京大学教育学部比較教育社会学コース「神奈川県の就学生の生活・
意識・行動に関する調査」（実施時期：2009年10月～2010年１月）



42東京大学教育学部比較教育社会学コース「神奈川県の就学生の生
活・意識・行動に関する調査」（実施時期：2009年10月～2010年１月）



厚生労働省『平成20年版 労働経済白書』

教育内容の「意義」の希薄さ

43
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学校教育の意義として「職業的技能の習得」を挙げた比率

（国別・最終学歴別、「第６回世界青年意識調査」）

後期中等教育

中等後教育

日本の教育の「職業的意義」の低さ
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本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編
『日本人の意識と行動』東京大学出版会、2008年

高校でも大学でも低い「職業的意義」
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「キャリア教育」が掲げる能力

出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会 配布資料
47



高校生の進路不安

データ出所：リクルート「第３回 高校生と保護者の進路に関する意識調査」（2007年） 48



49中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会「第二次審議経過報告」（2010年５月）



若者は「職業的意義」の低さに不満

50
資料出所：（株）UFJ総研「若年者のキャリア形成に関する実態調査」（2004年厚
生労働省委託調査）、厚生労働省『平成20年版労働経済の分析』118頁



普通高校の現状

51



都立普通科高校調査について

調査概要
・調査対象：都立普通科高校９校の２年生1548人
（旧学区３つから大学進学率を基準として偏りのない
よう対象校を選定）
・調査時期：2007年10月～12月
・調査方法：集団自記式

・調査内容：学校内の授業、部活、委員会などの取り組
み方、学校外の塾やアルバイトの経験、友人関係、
進路志望、自己意識、社会意識、将来展望など

・調査主体：東京大学教育学部比較教育社会学コース
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都教委の高校政策



54
東京大学教育学部比較教育社会学研究室「都立高
校生の生活・行動・意識に関する調査」（2007年）
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